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中国輸出野菜産地における村民委員会組織型集荷構造の転換
――山東省青島地域の食品企業の事例分析� 万福食品――

朴 紅・坂 下 明 彦

Transformation of the organizing village committee type
procurement system in vegetable producing and exporting areas in

China : A case study of a food processing company in
Shandong province�Wanfu Shipin

Hong PARK, Akihiko SAKASHITA

Summary

It has been gradually cleared that vegetable processing and exporting companies in China are re-

organizing their production bases and transforming production areas into mini-farming system due to

residual pesticide problems. The Qingdao region of Shandong province is the central part of China.

From２０００，we have paid attention on two vegetable processing companies which have different pro-

curement systems from each other. One, Wanfu Shipin, a town owned company procures vegetables

through village committee. Few companies take such systems, and they make contribution to rural ag-

ricultural development through vegetable promotion inhered in company activity as a town owned

company. Thus it is a case worthy of notice. Nevertheless, after residual pesticides problem, companies

are establishing direct manage farms. Based on the field survey in２００６，this paper clarifies the trans-

formation of the procurement system of vegetable processing companies in chronological order and ex-

plains the present condition of the former organizing village committee type producing area and the

management of the new establishing direct manages farms.

はじめに

残留農薬問題を一つの契機として，中国の輸出

指向型野菜加工企業はその生産基地を再編し，農

場制の方向で産地再編を行っていることが次第に

明らかになってきた（註１）．中国におけるその

中心は，いうまでもなく山東省青島地域（青島市

・煙台市）である．われわれは，集荷構造を異に

する２つの野菜加工企業に着目して定点観測的調

査を２０００年から実施してきたが，その一つが村民

委員会を通じた集荷体制を構築してきた郷鎮企業，

万福食品（集団）である（註２）．村民委員会組

織型の集荷方式をとる企業は比較的少なく，郷鎮

企業として野菜振興を通じた地域農業発展への貢

献を企業活動に位置づけている点で注目される

ケースであった．しかし，ここでも，残留農薬問

題以降，従来の村民委員会組織型に加え，自営農

場の設立が進みつつあった（註３）．

本論では，２００６年夏の調査にもとづき，旧来の

村民委員会組織型産地の現状と新たに設立されて

いる「自営基地」の経営内容を明らかにすること

によって，野菜加工企業の原料調達構造の変化を

歴史地理的に明らかにすることとする．

１．生産基地の管理体制とその再編

� 生産基地の管理体制の変化

万福食品は，野菜加工事業，肉豚事業，ブロイ

ラー事業，調理食品事業，関連事業の５部門から

なる事業部制をひいているが，ここでは野菜加工
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事業のみを扱う．ただし，日本での農薬のポジ

ティブリスト制の施行を受けて，調理食品事業部

が野菜加工事業部へ野菜調達を委託する方式への

転換を進めている．

野菜事業部は，原料部，基地部，収穫部からな

るが，生産基地の管理を行うのが基地部であるこ

とはいうまでもない．現在の生産基地は，つぎに

見るように２９基地に再編されているが，農場主の

７０％は以前から取引関係にあったものであり，

５０％以上が村民委員会の幹部である．このうち，

一般の契約基地については，農地は村の機動地を

対象として万福食品と村民委員会が契約するが，

借地料は請負人が負担する．これに対し，自有基

地は借地料も万福食品が負担する．両者の違いは，

生産する作目の違いであり，後者は主に「高度管

理野菜」（葉菜類，鞘豆類）を作付けし，前者は

主に「低度管理野菜」（根菜類などの土もの）を

作付けするとされる．「中度管理野菜」（高度管理

野菜以外の葉茎菜類，果菜類，）については，明

確な区分はなされていない（註４）．

２００３年以降で大きく変化したことは，CIQ（輸

出入検査検疫局）の通達にもとづいて，残留農薬

基準にポイントをおいた生産管理体制が徹底され

ていることであり，栽培基準，栽培計画が確立さ

れ，生産資材（農薬・肥料・種子）が一括で供給

されていることである．また，トレサビリティに

関しては基地請負人が記帳し，基地部が検査する

体制が整っている．また，残留農薬チェックに関

しては，収穫前に基地請負人，基地部職員，収穫

部職員の３名がサンプリングを行い，検査セン

ターに回されるシステムとなっている．

基地の区分については，野菜管理類型との対応

関係で，直営基地，委託基地，契約基地の区分が

なされているが（註５），万福食品のケースでは，

「自営基地」が委託基地に相当し，「契約基地」

は契約基地で想定される農場制の形態を取ってお

らず，柔軟な体制にあるということができる．

ここで，表１により生産基地の作付動向に触れ

ておこう．２００３年まで中心となっていたホウレン

草ならびにその代替をなした小松菜はその割合を

低下させている．また，ゴボウについても単価の

下落から作付の減少が見られる．それに対し，ナ

表１ 万福食品の生産基地における野菜作付面積と単価 単位：ムー，元／kg

作 付 面 積 （構成比） 単 価

２００１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０３ ０５ ０１ ０３ ０４／０５ ０６

ホウレン草 ７，７５０ １，０００ ４，０００ １，８２５ ２，４８３ ８４８ １３．８ ２２．３ １．２ ０．８ １．６ ０．８

ニラ ３００ ３００ ２０４ ３９０ ４１０ １．０ ３．５ ０．６ ０．６ ０．６

小ネギ １８０ ２００ ３５０ １．８ ０．７ ０．７

小松菜 ３，０８０ ３，０００ ２５０ ３３０ ２４５ １０．４ ３．０ ０．６ ０．７ ０．７

インゲン ４，１１０ ８００ １，０００ ４１０ ２０５ １５８ ３．５ １．８ ２．６ ２．６ ２．０ ２．０

キャベツ ３，８２０ １，８００ ２，５００ １，２００ １，８００ １４４ ８．７ １６．２ ０．６ － ０．６ ０．５

長ネギ ８００ ５００ ２００ ２００ １２０ １．７ １．８ ０．６ ０．７ ０．７

チンゲン菜 １００ １８０ ２６ １．６ ０．６ ０．７

白菜 ８００ ５００ ６０ １００ ２０ １．７ ０．９ ０．６ ０．４ ０．６ ０．７

ナス ３００ １１２ １３０ １９２ １．０ １．２ １．３ １．２ １．２

長イモ ４８５ ３００ ５００ ５１２ ６９１ １，３７９ １．７ ６．２ ３．６ ３．６ ３．８ ３．８

ゴボウ ６，３２０ ３，０００ ４，０００ １，５００ ２，０００ ８４５ １３．８ １８．０ ２．０ ２．０ １．２ １．３

馬鈴薯 ５００ ８００ ５５０ ８００ １，３７０ ２．８ ７．２ ０．６ ０．８ ０．８

ニンジン １，０００ １，５００ ４００ ６００ １，２２３ ５．２ ５．４ ０．６ ０．８ ０．８

サトイモ ３，０８０ ４，０００ １，５００ １３．８ １．３ １．２

ダイコン ４，３１０ ８００ １，０００ １８５ ２１２ ２６３ ３．５ １．９ ０．５ － ０．４ ０．４

タマネギ ４，９５０ ３，６００ ２，０００ ３００ ６．９ ０．７ ０．６ ０．７

ショウガ ４００ ８００ １２０ ７．２ ２．０ ２．０

合 計 ３３，４５５ ２４，３８０ ２８，９００ ８，０８８ １１，１２１ ９，５１５ １００．０ １００．０

注１）坂爪ほか［２００６］p．９５および２００６年調査による．
２）調整食品の原料調達が野菜事業部から離れたため，２００４年からデータは接続しない．
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ガイモ，ニンジン，サトイモ，キャベツなどの根

菜類・重量野菜の増加が目立っている．これは，

後に見るように超遠隔大規模産地の形成を反映し

たものである．

� 生産基地の再編と諸類型

万福食品の生産基地体制は，２００３年からの村民

委員会組織型の体制から契約基地への転換を経て，

さらに大きく変化している．２００３年時点では，そ

れ以前の２５村体制から工場の存立する水集鎮なら

びに隣接する牛渓埠鎮の２鎮１１村体制とし，自営

農場が６農場設置されるという変化を示していた

（註６）．しかし，その再編はその後さらに進展

し，現在では表２，図１に示すように大きくその

構造が変化している．

第１には，工場が立地する周辺部の旧生産基地

（図１の水集鎮ならびに牛渓埠鎮を参照）が縮小

している．水集鎮（基地設立１９９２年）に６契約基

地，牛渓埠鎮（同１９９３年）に３契約基地，孫受鎮

（同１９９６年）に１契約基地を残すのみとなり，自

有基地は後に取り上げる１農場（Z－A農場）の

みとなっている．これらの再編は，Z村の A農

場を除き，２００３年となっている．契約基地面積は

６，０２７ムーとなっており，再編前の１８，３１３ムーか

ら大きく縮小している．また，契約面積に対し，

実際の作付は A農場を除くと２００６年で３，１４８ムー

となっており，５０％程度に過ぎない．これは，作

目の種類によるものであり，高度管理野菜（ここ

ではホウレン草，ニラ，小ネギ，長ネギ，小松菜，

チンゲン菜，インゲン）はほとんど作付けられて

いない（１１１ムー）．中度管理野菜（ここではキャ

ベツ，白菜，ナス，ピーマン）も限定的である

（１１３ムー）．その大半は低度管理野菜であり，主

要作物はサトイモ１，５００ムー，ナガイモ５２６ムーで

あり，タマネギ，ダイコン，バレイショ，ニンジ

ン，ショウガと続いている（２，９３２ムー）．それら

は，１団地が２００ムーを越える大規模団地が多く

なっている．したがって，連作を回避するために，

一般作物（小麦やトウモロコシ）が後作となるた

め，圃場は固定しておらず，「農場」のかたちを

取っていない．このことが，契約面積と作付面積

の大きな乖離をもたらしていると考えられる．基

地面積は大きいが，根菜類を中心とした単作的な

作付に変化しているのである．

第２は，工場所在地からやや離れた近隣の鎮で

形成されている生産基地の形態である．このタイ

プの農場はほとんどが自営基地であり，７農場を

数える．農場の範囲は莱西市内ないしその近隣の

図１ 万福食品の生産基地の分布（２００６年）
注１）万福食品業務資料等より作成．
２）○内の数字とアルファベットは，表２の基地記号を示す．
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表
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基
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４０
０

７９
１２
０

５５
４３

４３
６０
４

３５
９

２４
５

省
内

蒼
山
県

３１
５

１９
２０
０３

６０
０

６０
０

６０
０

６０
０

江
蘇
省

豊
県

４２
６

２０
２０
０３

４０
０

４０
０

４０
０

４０
０

河
北
省

張
北
県

１
，４
９５

２１
２０
０６

７０
０

０

図
場
県

１
，３
１３

２２
２０
０６

１
，０
００

８０
０

８０
０

８０
０

内
蒙
古

呼
和
浩
特

１
，８
８５

２３
２０
０６

２
，０
００

４０
０

４０
０

４０
０

托
克
托
県

１
，９
１１

２４
２０
０６

６０
０

１
，０
００

１
，０
００

１
，０
００

小
計

５
，３
００

３
，２
００

３
，２
００

４０
０

６０
０

１
，２
００

１
，０
００

合
計

２
，１
２３

１１
，４
８７

９
，５
１６

２
，１
５７

８４
８

４１
０

３５
０

１２
０

２４
５

２６
１５
８

３５
８

１４
４

２０
１９
２

２
７
，０
０１

１
，３
８０

８４
５

１
，３
７０

１
，２
２３

１
，５
００

２６
３

３０
０

１２
０

７
，５
７６

１
，９
４７

８３
２

４６
０

１３
６

１２
０

２１
５

２６
１５
８

３９
８

１８
４

２０
１９
２

２
７
，１
９９

１
，３
８０

８４
５

１
，５
３０

１
，３
２９

１
，５
００

１９
５

３０
０

１２
０

注
）
万
福
食
品
業
務
資
料
よ
り
作
成
．
作
目
別
作
付
面
積
の
合
計
は
，
会
社
の
集
計
値
と
単
純
集
計
値
が
異
な
る
の
で
，
そ
れ
ぞ
れ
上
段
・
下
段
に
示
し
た
．

北海道大学農経論叢 第６３号

４６



４０km以内に立地している．農場の設立は２００２年

から２００６年であり，ほとんど新規に野菜が導入さ

れている．農場面積は５０ムーから１１０ムーの範囲

であり，CIQの基準によって設立されたもので

ある．作付面積は８０～１８４ムーであり，土地利用

率は高い．野菜類型では高度管理野菜はホウレン

草が２農場，ニラが１農場に限られており，イン

ゲン（５農場），小松菜（３農場）が多くなって

いる．高度管理野菜の割合は４３．７％である．これ

に対し，キャベツ，ナスなどの中度管理野菜の作

付は２５．７％である．また，低度管理野菜について

はニンジンに集中している（３０．８％）．

第３は，遠隔地での大規模自営基地の形成であ

る．工場からの距離は７０km前後であり，莱州市，

平度市，高密市に立地する．莱州市沙河のゴボウ

専門農場（２３０ムー）を除く３自営農場が典型的

な姿である．面積は２００ムー以上であり，第２の

タイプより大規模であり，土地利用率もより高い．

最も特徴的なのは，高度管理野菜の作付比率が高

く（６８．８％），なかでもホウレン草とニラ，ネギ

に集中している．この点は第２タイプと大きく異

なっている．これに加えナガイモ，ゴボウなどの

低度管理野菜が作付けられている（２９．２％）．こ

のタイプの農場が，現在の万福食品の戦略的農場

と位置づけられている．これについては，後に詳

しく分析を行う．

第４が，省外を中心とした根菜類の契約基地で

ある．これは，省内の蒼山県（３００km）と江蘇省

豊県（４００km）に２００３年に設立された契約基地が

一つの典型であり，前者がゴボウ６００ムー，後者

がナガイモ４００ムーとなっている．

注目されるのは，２００６年から設立されたもので

あり，河北省２ヶ所（７００ムー，１，０００ムー）と内

モンゴル２ヶ所（２，０００ムー，６００ムー）となって

いる．直線距離でも１，０００kmを越え，もっとも

遠い基地は２，０００kmに及ぶ．ここでの野菜品目

は，ニンジン（内モンゴル�２４，１，０００ムー），馬
鈴薯（河北省�２２，８００ムー，内モンゴル�２３，４００
ムー），キャベツ（内モンゴル�２１，夏時点で実
績なし）となっている．集荷量は，ニンジン３，０００

トン，馬鈴薯２，０００トン，キャベツ４，０００トンと

なっている（註７）．冷涼な気候のもとにあり，

しかも野菜の前作は牧草地であり，条件はよい．

河北省の�２１，�２２，内モンゴルの�２４は，莱西
市内の�６（サトイモ１，２００ムー）と即墨市店集
鎮の�１６（馬鈴薯８０ムー）の管理者が現地の管理
委託者を通じて集荷しているものである．また，

内モンゴルの�２３は，万福食品が以前から取引を
行っていたモンゴル系商人が集荷を行っている．

以上の超遠隔地契約産地の設定は，一種のリ

レー出荷を年頭においたものである．収穫期を山

東省と新たな契約産地を比較すると，ニンジンは

それぞれ６月と７～８月，馬鈴薯も５月末～６月

末と７～８月，春キャベツも６～７月と８月以降

である．また，山東省の場合，夏季の野菜収穫は

可能ではあるが，虫の大量発生に対する防除が必

要であるが，新産地では減農薬での栽培が可能で

ある．他方，輸送時間は２０時間であり，キャベツ

の輸送には氷を敷き詰めることが必要となってい

る．形態としては中間商人集荷への後退とも受け

取れるが，主に低度管理野菜を対象としつつ，高

冷地野菜生産による夏場の原料確保をねらいとし

ている．

以上のように，万福食品は旧来の工場近隣の生

産基地から徐々に遠隔地に主力農場を移行させつ

つ，大規模な原料集荷体制を整えつつあるという

ことができる．

２．村民委員会組織型生産基地の変化

以下では，万福食品の立地する集水鎮の事例を

検討する．すでに述べたように，この鎮の基地は

契約基地が６村であり，自営基地は Z村の１農

場に限られている．以下では，契約基地のみをも

つ Y村と契約基地，自営基地をもつ Z村とを対

象とする．

� 莱西市水集鎮Y村（契約基地）

Y村は，万福食品による生産基地の指定以前か

らの野菜産地であり，野菜作付面積は２００１年の

１，３８０ムーが，２００２年，０３年はともに１，５００ムーで

あり，むしろ増加傾向にあった．これは，タマネ

ギ，ゴボウ，キャベツ，サヤインゲン，大根，ホ

ウレン草の主要６品目のほかに，小面積の６品目

が存在しており，馬鈴薯を代表として増加をみせ

たこと，さらには小松菜，ニンジンなど代替作物

が導入されたことによっていた（註８）．
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しかし，現状においては，野菜の作付は急速に

減少を見せている．この要因は，企業進出による

農地の転用であり，耕地面積は２，０００ムーから

１，２００ムーへと減少している．この８００ムーの工業

団地には１５の企業が立地しているが，莱西の皮革

工場や２００８年のオリンピック開催による青島から

の染色工場の移転などにより排水問題も一部にみ

られる．農地は３０年間固定されており，機動地も

存在しないことから，工場からの借地料は一部の

農家のみが恩恵を受けることになっている（ムー

当たり１，０００元，以下単当と表記）．工場の就業者

数は４５０名程度であるが，村内の就業者は２０％程

度であり，貸地者に優先権がある．

２００３年に万福の契約農場となり，指定面積は

１，２００ムーであるが，２００４年の野菜作付はナガイ

モ２３０ムー，ナス６３ムー，小松菜８０ムー，サトイ

モ２００ムー，合計５７３ムーに減少している．さら

に，２００５年にはナガイモ２４３ムー，サトイモ２００

ムー，合計４４３ムー，２００６年にはナガイモ２５３ムー，

サトイモ８０ムー，計３３３ムーに減少している．こ

の結果，野菜の粗収入は，２００３年１４０万元であっ

たものが，２００４年には３０万元，２００５年には雹害も

あり２０万元に減少している．１人当たり純収入

は，２００１年 の３，０００元 か ら２００２年 に は４，０００～

５，０００元に増加したが，２００５年段階でも５，０００元と

停滞的となっている．

� 莱西市水集鎮 Z村（自営・契約基地）

Z村は，万福食品の所在地と隣接している．村

の農家戸数は５１７戸であり，人口は２，２００人である．

耕地面積は，２００１年には２，８５０ムーであった

が，２００３年には２，５５０ムー，２００６年には２，４００ムー

へと減少傾向にある．これは道路用地や緑地帯の

形成による転用によっている．このうち，機動地

は５６０ムーであり，年間借地料は１５万元である

（単当平均２６７元）．野菜は，万福食品の指定以降

に導入されたため，タマネギ，ホウレンソウ，ダ

イコン，キャベツ，ゴボウに特化し，残留農薬問

題の影響は大きく，２００１年の２，０２８ムーが，２００２

年には１，３００ムー，２００３年にはやや回復して１，５００

ムーとなっていた（註９）．

こうした中で，２００３年には基地が５つの団地と

してまとめられ，�有機食品基地３０９ムー，�蔬
菜基地２２５ムー，�蔬菜基地９８５ムー，�蔬菜基地
４３０ムー，�蔬菜基地２２０ムーに形式的に整理され
た．しかし，この段階では自営農場は設立されず，

管理が村民委員会から基地管理者へと移行したの

みであった．この過程で，有機食品基地は万福食

品の方針で慣行栽培に戻り，６０ムーは道路用地と

して買収された．２００４年には，�のうち１７０ムー
が村書記を管理者とする自営農場（A農場）に転

換された．また，�のうち，６００ムーが同じ２００４
年に村長を管理者とする契約農場（B基地）に再

編された．しかし，B基地は，すでに述べた従来

の野菜基地のままであり，固定的な圃場とはなっ

ていない．

この結果，Z村の野菜作付けは，A農場の１７０

ムーと B基地の６００ムーとなるが，実際の作付は

表３ Z村の野菜作付の変化（２００１－０６年） 単位：ムー

作物 ２００１ ２００２ ２００３ ２００５ ２００６ A農場 B農場

２００５ ２００６ ２００５ ２００６

タマネギ １，２８０ ７００ １０００ ５８０ ３００ ５８０ ３００

ゴボウ １７０ ２００ ４００

キャベツ ４３０ １８０ ４００ １３０ ６０ ９０ ５０ ６０

大根 ６２０ ７０ １２０ ５０ １９５ ５０ ８０ １１５

ホーレンソウ ９６０ １４５ ４００

カボチャ ３０ ５０

ナガイモ ８０ ４０ ８０ １７０ ９５ ８０ ９５ ９０

小ネギ ３０ ３０

インゲン １０ ８ ８ １０

合 計 ２，０２８ １，３００ １，５００ ９７０ ６５８ ２２０ １８３ ７６０ ４７５

注）坂爪ほか［２００６］p．９８，ならびに２００６年調査による．
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B基地の場合は４７５ムーにとどまっている．この

結果，Z村における野菜作付面積は，２００３年の

１，５００ムーから大幅に減 少 し，２００５年 は９７０

ムー，２００６年は６５８ムーとなっている．２００５年の

野菜の粗収入はおよそ３００万元である．

作付も大きく変化しており，従来中心であった

ホウレン草は団地化がなされていないため，企業

の許可が下りず作付は中止され，ゴボウも収益の

悪化から廃止されている．A農場の主力品目は，

キャベツ，大根，ナガイモの３品目であり，B農

場はタマネギを中心に，キャベツ，ナガイモ，小

ネギ，インゲン，大根であるが，キャベツ以外は

継続性がなく，作付変動も激しい．これらは，万

福食品の要請による補完的な作付と思われる．

A農場は，万福食品が村民委員会と１７０ムーを

契約して，請負人が管理するものであり，借地料

は単当４００元，合計６．８万元であり，１０年契約であ

る．２００５年の作付は，ナガイモ８０ムー，春キャベ

ツ－秋ダイコン５０ムー，秋キャベツ４０ムーであり，

粗収入は５５．８万元であった．支出は，４７．３万元で

あり，うち労賃が１５万元を占め，男子８ヶ月雇用

（５名）が５万元，臨時雇が１０万元を占めている．

臨時雇は村内で調達できない際には村内の労務市

場で調達する（男４５元，女３５元／８時間）．その

他は，有機肥料，化学肥料，農薬，種子，資材，

耕起委託であるが，詳細は不明である．請負人の

所得は８．５万元（１ムー当たり５００元）であった．

３．遠隔地大規模自営基地の性格

ここでは，遠隔地大規模自営基地のうち，維坊

市（地区）高密市の S農場（工場からの直線距

離７８km，４８０ムー）と青島市（地区）平度市の J

農場（同７４km，６７７ムー）を取り上げ，万福食品

の戦略的生産基地の性格を明らかにする．

� S農場（高密市夏庄鎮）

S農場は高密市夏庄鎮 S村に設立された自営基

地である．請負人（１９７１年生，３５歳）は夏庄鎮の

別の村の生まれであり，１９８７年に中卒後，１０ムー

（６人家族）の農業と零細な商売を行ってい

る．２０００年から万福の中間商人となり，この産地

で主にニラと長ネギの集荷を行っていた．

２００３年に万福食品から自営基地委託の誘いがあ

り，請負人が村民委員会と協議して農地を集積し，

万福食品も協議に加わっている．賃貸契約は万福

食品と村の間で締結されており，２３年契約であ

る．２００４年は単当６００元であり，１年につき５元

づつ加算する．２００６年は６１０元である．この土地

は村の機動地の一部であり，団地化されていた．

耕作者は村内の農家であったが契約期限の終了と

ともに村が回収し，万福食品に賃貸したのである．

農場開設に当たり，家屋と基盤整備に１０万元の

投資を行っている．弁公室と納屋に５万元，農道

・整地に２万元，鉄のフェンスに３万元を支出し

ている．井戸は既存のものが６あったが，２００５年

に２６mのものを３つ掘削している（１本２，０００

元）．

作付は，２００４年はほぼ全面積がホウレン草の２

作であり，延べ面積は８８０ムー，翌年度用のニラ

の植栽が４０ムーとなっている．２００５年は，長ネギ

が１１４ムー，長イモ１６６ムー，ニラ２００ムーに変化

し，２００６年は長ネギ１１２ムー，長イモ１２６ムー，ニ

ラ２００ムーと３作体系が形成されている．

２００５年の粗収入をみると，長ネギが面積１１４

ムー，ムー当たり単収（以下同）が単当４トン，

ムー当たり単価（以下同）が単当８００元で，粗収

表４ S農場の作付体系

圃場 ２００４年 ２００５年 ２００６年

� 面積（ムー） 第１作 第２作 第１作 第２作 第１作 第２作

１ ３０
越冬ホウレン草 秋ホウレン草 越冬ホウレン草 秋ホウレン草 長イモ

２ ４０

３ １０５ 長ネギ 越冬ホウレン草 秋ホウレン草 春ホウレン草 秋ホウレン草

４ １５０ 春ホウレン草 ニラ（収穫なし） ニラ（４回） ニラ（４回）

５ １５５ ゴボウ 春ホウレン草 秋ホウレン草 春ホウレン草 秋ホウレン草

６ １５０ ゴボウ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長イモ

注）農家調査による．
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入は３６万元，長イモが面積１６６ムー，単収１トン，

単価３，６００元で，粗収入が６０万元，ニラが面積２００

ムー，単収が４回取りで６トン，単価が７００元で

粗収入８４万元となっている．粗収入合計はおよそ

１８０万元となっている．これに対し，支出は１５６万

元となっており，純収入は２４万元である．所得率

は１５％程度である．ムー当たりで見ると，粗収入

が３，７００元，純収入が５００元となっている．単当経

費は，人件費が１，０３５元（２２．２％），有機肥料１８１

元（４．８％），化学肥料２１０元（５．６％），農薬１８７元

（５．０％），種子４５７元（１２．２％）となっており，労

賃，種子代の割合が高い．

人件費の内容は，常雇が男４名，女４名であり，

年間労賃は８．８万元である．臨時雇は１人１日１０

時間労働で４０元と調査の中ではもっとも単価が高

いが，調達先は隣接鎮の労務市場である．賃金総

額は４０万元（経費の２２％）と回答しているが，か

なり低めの数字と思われる．

� J 農場（平度市灰埠鎮）

J農場は平度市灰埠鎮 J村にある．農場請負人

（１９６８年生，３８歳）は，同市店子鎮前賽村の出身

である．１９８８年に高卒後，半年は建築現場で働き，

その後６年間大工の職につく．１９９４年に万福食品

が前賽村に生産基地を設立した際に６００～７００ムー

の農地でゴボウ，インゲンの中間商人（請負人）

となっている．これは，５年間続いている．１９９９

年から２００３年までは，前賽村で現在の共同経営者

（１９６２年生）と１８０ムーを経営し（万福の生産基

地），主にゴボウとタマネギを生産している．

２００４年３月から，現在の J農場（６６７ムー）の

請負人となっている（共同経営）．このほかに，

同じ平度市白埠（�１７農場）に２２０ムー，莱州市

沙河（�１８）に２３０ムーの自営基地を請け負って
いる．この３農場の粗生産額は３００～３５０万元であ

る．また，現在前賽村に建設中の新自営基地４００

ムーも請け負う予定となっている．これを合わせ

ると，１，５１７ムー（１０１ha）となる．

J農場は隣接した３圃場からなり，それぞれ１７５

ムー，１５０ムー，３０５ムーであるが，高速道路建設

が現在行われており，２９ムーが減歩するとともに，

農場も一部分断されている．土地改良（区画整理，

農道設置）と事務所設置の初期投資はおよそ５０万

元となる．井戸は既存のものが９カ所あったが，

発動機から電気ポンプへと転換している．

農地は６６７ムーであるが，これは万福食品が２００３

年に１０年契約，単当６００元で契約しており，年間

支払額はおよそ４６万元で，支払いは万福食品であ

る．この農地は１２２戸の農家によって使用されて

いたが，契約にはないもののこれら農家を優先的

に雇用している．年間労働日数は３００日で，平均

的には３，０００～４，０００元の収入となり，よく働くも

のは６，０００元となる．

基地の職員は７名であり，請負人を責任者とし

て，共同経営者２名と同じ店子鎮出身者２名（１９６９

年生，３７歳と１９６８年生，３８歳）がマネージャーと

なり，同鎮の出身者（６０歳）が資材の管理を行っ

ている．マネージャーのもとに，圃場を３つに分

けて村民を監督員として雇用している（６８歳，６０

歳，５８歳）．このもとで，村民が４０名づつの３グ

ループになり雇用されている．

農場設置前は，一般農村の作付であり，主に小

麦，トウモロコシ，自家搾油用の落花生栽培が行

われていた．農場設置後の２００４年の作付面積は，

ゴボウ３０５ムー，ホウレン草２９０ムー（越冬７０ムー，

春１５０ムー，秋７０ムー），長ネギ１０５ムーであり，

表５ J農場の作付体系

圃場 ２００４年 ２００５年 ２００６年

� 面積（ムー） 第１作 第２作 第１作 第２作 第１作 第２作

１ ６０ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長ネギ 長イモ

２ ７２ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長イモ 長ネギ

３ ５４ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長イモ ニラ（収穫なし）

４ ５４ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長ネギ 長イモ

５ ２００ ニラ（収穫なし） ニラ（４回） ニラ（４回）

６ ４０ 春ホウレン草 秋ホウレン草 長イモ 長ネギ

注）農家調査による．
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春ホウレン草の後地に翌年用のニラの植栽が行わ

れている．

２００５年の作付と粗収入は，ニラの作付地は１５０

ムー（延べ面積７５０ムー）で５回収穫し，粗収入

は１４８万元，ホウレン草の作付地は４８０ムー（延べ

面積９６０ムー）で，粗収入は１９７万元，延べ作付面

積は１，７１０ムー（土地利用率２７１％），粗収入合計

は３４６万元であった．

２００６年の延べ作付面積は，長イモが２１０ムー，

ホウレン草が５２０ムー（２作），ニラ６００ムー（５

回取り）であり，合計１，３３０ムーとなっている．

長イモ，ゴボウの根菜類とホウレン草，ニラな

どの葉物からなる作付形態であるが，一種の注文

生産であり，根菜類については継続的に作付けさ

れているわけではない．２００km圏の大規模生産

基地の特徴を体現している．

おわりに

万福食品は，１９９０年代初頭から郷鎮企業として

地域密着型の生産基地形成，言い換えれば村民委

員会組織型の集荷体制を構築してきた．しかし，

残留農薬問題発生以降は，村民委員会との契約か

ら基地責任者との契約へと転換し，村幹部の個人

責任制へと体制強化をはかっている．もう一つ

は，１９９０年代末から進めてきた有機栽培基地戦略

を転換し，慣行栽培にもとづきながらより厳密な

栽培管理を行う自営基地の設置を積極的に進めて

きた．そのなかで，生産基地の類型化が明確と

なってくる．それは主に，野菜の管理レベル毎の

類型である．既存の工場周辺に立地してきた生産

基地は，工業団地の形成や長期にわたる野菜生産

による土壌問題により，基地面積を縮小するとと

もに，根菜類を中心とする低度管理野菜の供給基

地に変化し，連作を避けるために農場化は行われ

ていない．ただし，単品目の供給面積は大きく

なっている．その周辺部に作られたのが，高・中

度管理野菜を中心とする５０から１００ムー規模の農

場群である．これらは，２００３年の生産基地転換と

しての自営基地化の一つの流れである．これに対

し，工場から７０km前後に設置されたのが，遠距

離大規模農場であり，農場面積も２００ムーから７００

ムー近くに及んでおり，トウモロコシ地帯を野菜

へと転換することにより高度管理野菜の重点農場

としている．そして，最後が遠隔地に形成されて

いる低度管理野菜の単品産地であり，農場型では

なく委託契約の形態を取ったものである．契約面

積は１，０００ムーを越えるものもあり，高冷地での

減農薬栽培と夏場のリレー出荷体制の構築をねら

いとしたものである．これらは，日本での農薬ポ

ジティブリスト制導入に対応した調理食品部門の

原料調達をおこなうという新たな機能をも有する

ものとなっている．

以上のように，残留農薬問題，さらにはポジ

ティブリスト制を契機として，万福食品の生産基

地は品目別の栽培管理に対応して基地類型的な再

編過程にあり，地域農業からみれば大きな産地移

動の渦中にあるということができるのである．

【付記】

調査に当たっては，万福食品の関係各位，ならびに

調査農家の皆様に長時間にわたる聴き取りを受け入れ

ていただいた．記して感謝申し上げる．

註

� 大島［２００６］を参照．なお，同学会誌にはミニシ

ンポジウム「中国における輸出指向型野菜加工企

業研究の課題」の各論文が掲載されており，現段

階における研究の到達点を示している．

� 坂下ほか［２００２］（坂爪ほか［２００６］２章２節所収）

を参照のこと．

� 朴・坂下［２００４］（坂爪ほか［２００６］３章１節所収）

を参照のこと．

� 管理レベル別の野菜類型については，坂爪ほか

［２００６］p．１０３を参照．

� 生産基地の類型については，同上 pp．１０７－１１１を参

照．

� 朴・坂下［２００４］pp．５６－５８（坂爪ほか［２００６］所

収 pp．９２－９５）を参照．

	 すでに述べたように，ポジティブリスト制の実施

以降，従来独自に集荷を行っていた調理食品部門

にも原料表示が義務づけられたため，冷凍部門に

基地設定を委託するようになった．調理食品のそ

れぞれのシェアーは，ニンジン６７％，馬鈴薯６７％，

キャベツ８０％（ロールキャベツ原料）となってい

る．


 朴・坂下［２００４］pp．５８－５９（坂爪ほか［２００６］所

収，pp．９５－９７）を参照．

� 朴・坂下［２００４］pp．５９－６０（坂爪ほか［２００６］所

収，pp．９７－９８）を参照．
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